














































































































































1919 32 100131 100 68 100 42 100『 一 一 『
1920 76 23791 70 101 147 3584 一 一 一 一
1921 58 181 79 60 78114 26 61 『 一 一 一
1922 67 210 70 53 74 108 19 45 一 一 一 一
1923 73 229 55 42 98 14316 39 『 一 一 一
1924 96 299 5844 134 19616 38 一 一 一 一
1925 90 27967 52 111 162 20 47 一 一 一 一
1926 165 51451 39 206 301 17 40 ??? 100 9 100
1927 203 6335 27 231 337 10 23232 204 7 78
1928 224 69929 22 253 370 8 19 258 226 5 56
1929 210655 32 25 267 390 9 22 252 221 5 56
1930 288 898 28 22 319 466 11 26 316 277 4 44
1931 269839 24 19 310 453 9 22 386 339 4 44
1932 300 935 26 20 306447 9 22 375 329 4 44
1933 312971 28 21 307 449 10 24348 3056 67
1934 3471，80429 22
? ? ? ? ? ? ? ?
1935 4721，475 25 19 553 81312（12） 29 501 4395（6＞ 56
1936 492
???，










18（21） 43 746 6549（7） 100
1939 8782，744上55ｺ71 42T4 1，350 1，98528（36） 67 580 50914（10）156
194G 482
???，











































入山数 離脚数 留満数 入満数 離満数 留満数
1925 479 193 286 1934 627400 227
1926 647 272375 1935 441 420 21
1927 1，044 281 763 1936 360 383 △23
1928 967 343624 1937 323 259 64
1929 942541 401 1938 492 253239
，
1930 673 440 233 1939 98639ユ 595
ユ931 4ユ7 404 13 1940
????
847 472
1932 373 449△76 1941 918 688 230
















































































































































































































































































































































































1934，3．31 202 169 577 8 1，049 2，004
1935、3．31 315 154
???， ???， ???，
1936，3．31 369 180 2，019 3
???， ???，












1939，3．31 10494　　， 58524　　， 69018　　，
1939，9丁目 11510　　， 56560　　1 68，070
1940，3，31・ 12，140 53，882 66022　　，
1940，9．30 10，902 40596　　， 51，948
1941，3．31 10，782 44β20 55102　　，
1941，9．30 12537　　， 52333　　， 64，870



















年　　（度？） 1935 1936 19371938 1939
中国人
準職員 一 ！．72 L86L93 1．98
雇　　員 ．8β ．88 1．13 1．221．24
傭　　員 一 皿 一 一 1．25
常　　雇 ，64 ，66 ，78 ．91 1．03
常　　雇（採鉱） ，78 ．63 ，64 ．90 ．99
請　　負 ．59 ．58 ．61 ．73 ．90
日　　役 ．54 ．49 ．53・ ．60 ．73
出来高工 ，66 ．74 ．96 1．18 工．31
日雇工 ．41 ．42 ．53 ．63 ．78
日本入
雇　　員 3．64 3．61 3．81 3．68 4．10




















昭　和 製　鋼　所 日　本 製　　鉄
1940年1月案 1940年4月案1939年12月案1940年12月一
原料費










計 50．58 59．58 64．98 6936
労力費 1．42 1．62 1．26 1．17
直接経費 6．09 8．14 　嘱W．67 10．08
償　却　費 4．40 4．40 6．58 9．55
諸口収入 △　8．49 △　8．49 △　　6．11 △　3．60
工場原価 54．00 62．25 75．38 86．56
営業費
総　体　費 9．65 9．65 2．33 3．81
税　　　傘 2．56 2．56 3．21 0．76
構内運賃諸掛 0．60 0．60 一 一
?
12．81 12．81 5．54 4．57
利益金
特別償却費 一 一 7．01 一
諸積立金 5．23 5．23 1．81 ｝・・5・
配　当　金 7．35 7．35 4．84
計 12．58 12．58 13．66 6．50
運賃諸掛 12．41 45．03 9．00 6．58
石炭値上追加 9．25 一 一 一









































日本人作業員 中国人作業員 中国入出来高工 鉱　　　夫




































































































































































































































































































































































1937年度1938年度1939年度 1940年度1941年度D上期 1941年度@下期 1942年度@上期 1942年度ｺ期
満州　　　，
撫　　　順 936 1，025 1，001 743 380
? 313 315
本　渓　湖 326 403 412 300 151
? 85 110
北　　　票 0 239 527 644302
? 275 251
密　　　山 0 27 59 129
? ? 2 ?
その他共計 1，262 1，694 1，999 1，816974
? 890 763
（％） （100．0） （100。0）（89．6） （79．0） （71．0） （？） （49．5＞ （56．7）
華北
中　　　興 0 0 83 157 231 ? 320 270









その他共計 0 4 172 385 597 ? 897 582
（％） （0） （0） （10．1＞ （16．7） 　　㌔i43．5） （？） （49．9） （43．2）



































設備能力　　　　　（1000トン）460 46040 340 520717853142147142147147
実　産　高　　　　　（1000トン）472 49267732938440147782 8982 79 75
実　産　率　　　　　　（％） 103 107 10697 74 56 56 58 61 58 54 51
石炭入荷率　　　　　　　（％） 103 107 106 9680 8 61 66 66 5956 57
骸炭灰分率　　　　　　　　（％） 12．7 13．713．314．217．7 20．9 21．5 21．721．22．5 23．023．5
銑鉄トン当り骸炭使用量（トン） 1．001．06 1．061．121．281．31 1．251．15 1．12．17 1．231．31
鉱石貯蔵高　　（トン）　（富鉱） 45 99108 313517 660544513495490504523



























骸　炭 鉄鉱石 その他共計 人件費 その保共計






































? ? ? ? ? ? ? ? ?
1945年度















































































年　度 1927 1928 1929 19301931 1932 1933i／一％〉
1933㈱1934（％〉
（各 坑）塊 6．10 6．10 6．106ユ0 6．10 6．106．10 7．69
中　　塊 一 一 一 一 一 一 一 一
並　　粉 4．90 4．90 4．90 4．90 4．904．90 4．904．51
撫 特　　粉 4．90 4．90 4．90 4．904．90 4．90 4．90 4．91






煙 粉 5．27 5．27 5．27 5．275．27 5．275．27 4．66
ム口 切　　込
中小塊 10．98 9．74 9．74 9．09 7．84 7．84 9．069．35
? 洗　　粉 9．30 8．06 8．067．71 6．456．45 7．56 7．85
洗　　切?
切　　込
湖 宝砕切込 8．40 7．16 7．166．51






























7．69 7．69 7．698．71 8．7110．26 14．98 14．9816．48 16．48
7．49 7．997．99 9．01 9．01 10．61 15．4815．48 16．98 16．98
4．51・ 4．51 4．515．53 5．53 『 一 一 一 『





W．77 12．96 12．96 14．4614．46
4．91 4．91　　　層 5．93 5．93 一 14．48 14．48 15．98 15．98




5．16 5．16 5．165．65 5．65 7．009．50 9．5012．85 12．85
10．0010．00
10．44 10．44 10．4411．58 14．58 14．48ユ8．16 18．16 19．6619．66
8．94 8．94 8．9410．0813．08 12．9816．13 16．13 17．63 17．63
7．37 7．37 7．37 8．53 11．53 11．431 ．56 13．56 15．06 15．06
8．03 11．03 10．93 13．0113．01 14．5114．51
9．94 9．949．94
L 16．5116．51．18．01 18．01
























撫　　順　　炭 1．ll 1．11 1．11 1．11 1．11 1．111ユ 1．38


















































































切　　込 22．05 22．05 陸送　古沢駅発
〃 23．45 23．45 営口揚
〃 25．4025．40 旅順揚
一号房粉 18．95 18．95 20．38 睦送　古沢駅発
〃 20．59 〃　唐山駅発
?
〃 20．35 20．35 営口揚
? 22．30 22．30 24．57 旅順揚
? 22．ユ0 22．1024．35 甘井子揚
〃 24．41 大連揚
特　　粉 22．88 陸送　古沢駅発


































































































































939 1940 1941上1941下1942上1942下 1943 1944 1945
88，966
P13．3
ユ02，675
P30．7
99，733
P27．0
108，842
P38．6
．556
D204
??
75，008
X6，344
X0
P05
P05
@　　？
@　　？
W1
123．0．0
P05．QO
P40．43
P17．50
P02．80
Wユ
13300
P40．00
P37．13
P04．50
@　－
W1
115．87
P47．52
P52．01
P59．OO
P78．0ユ
P27．00
P08．00
W1
　　？
@　？
P88．84
P98．50
Q27．73
P27．00
P08．00
W1
230，553
R22．66
R22．66
H269．00
R14．00
P27．00
P08．00
W1
註　1　背山工場原価については，第11表参照。坦し，1939年度，40年度については：，上期，下期数値の平均である。
　　2　鞍山製鉄所原価は，1940年度は満州国産業部「鉄鋼価格改訂に関する件」，（1940年3月，同資料記載の40年度鞍山工場原価見
　　　込額75．0075円は，実績と一致した。）39年度は，40年度（鞍山製鉄所原価／鞍山工場原価）比より算出。43年度は，昭和製鋼所
　　　「康徳10年度鉄鋼原価見込表」（1942年11月23日）。41－42年度は，同資料をもとに，39年度数値と同様の方法で算出。45年度は
　　　昭和製鋼所「康徳12年度鉄鋼損益一覧表」〔1945〕による。
　　3　満州各鉄鋼統制価格は，39－40年度は前掲「鉄鋼価格改訂に関する件」（1940年3月）。41年度は〔満州国〕経済部「満州鉄鋼
　　　価格改訂調整案」（1942年3月9日）。42－43年度は大東亜省満州事務局「新旧鉄鋼価格比較表」〔1943年4月〕。44－45年度は〔満
　　　州国政府〕「新旧鉄鋼価格比較表」〔1945〕。
　　4　日本製鉄外売生産者価格，日本鋼管外売生産者価格，日本国内消費者価格は，資源庁長官官房統計課編集『製鉄業参考資料，
　　　昭和18一昭和24年』，日本鉄鋼連盟，1950年5月，による。
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第13表　満州銑鉄補償金内訳
補償費i1000円） 内　　　　　　　　　訳
1　満州側
昭和製鋼所
外　　　売
??，
（販売価格125．73円一昭和手取90円）×273千トン
自．家用銑 18，294（販売価格125．73円一昭和手取90円）×512千トン
鋼材利益
泣cペ利益
△7374@　」△2，180 15．11円　　　　　　　　×488千トン
@？　　　　　　　　　　　　　　？
小　　　計 18，495
本渓湖
外　売　銑 1，429（販売価格125．73円一本渓湖手取90円）×40千トン
小計（A） 19，924
財　源
輸入鋼材 4，600（販売価格225円一購入原価187円一配給経費15円）
による積立額 ×200千トン
国内生産鋼材
??，
（販売価格225円一昭和手取180円一配給経費10円）
による積立額 ×（373千トンー軍・満鉄向113千トン）
地売銑5円値上げ
??，
5円×（292千トンー軍向325千トン）
1，298
小計（B） 18，112
，
（A）～（B） △1812　　，
1　日本側
昭和製鋼所 30，930（販売価格141，86円一80円）×500千トン
註　1　〔鉄鋼統制会〕　「満州国内補償金財源」　〔1941年7月〕
　　2　本表の販売価格は，内容からみて統制機関買取価格を指すものと思われる。その場合，
　　　昭和手取，本渓湖手取は現行買取価格を指していると思われ，本表は買取統制価惰の引上
　　　げにともなう新たな補償金支出の財源内訳を示しているものと考えられる。なお，4ユ年度
　　　の買取価格は，実際には123．00円に統制された。41年度の満州消費者統制価格実績値も，
　　　105円であったことを確認できる。　（第1図付表参照。）
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この時点では考えちれていなかったようである。このため買取価格と消費者価格の逆鞘を
想定した独自の補償財源も準備された。それが2，948万円（975．4万円＋1，829．3万円＋142．9
万円である。（実際にも一時的にそうした関係が生れた。前掲第1図付表参照。）
　この場合，前者は日本本国からの円資金の供給であり，後者は満州内統制機関による「国
内」企業に対しての手持資金の交付であるから，「満州国」国際収支上は両者の性格が全く
異なっていたということについて注意する必要がある。
　財源は，満州側では「lrタ，N国」内の割高な鋼材消費者統制価格の設定によって作り出さ
れていた。日本本国からの輸入鋼材を，この消費者統制価格で販売することによって利鞘
をかせぎ，これを主たる平衡資金財源としていたのである。この鋼材消費者価格の水準は，
割高な満州銑鉄を製鋼原料とする満州鋼材の満州地売においても，仲介機関である日満商
事に，収益をもたらすものであった。つまり，買取，消費者統制価格間に逆鞘はなく，満
州鋼材に関しては，需要者に対する直接的な補償はなされていなかったのである。
　日本側の財源は，国家財政からの補償金交付であった。補償金は40年7月に設立された
日本鉄鋼原料統制株式会社が日満商事に支払い，（本国銑鉄への補償業務を行うため，41年
！2月に鉄鋼原料統制会社として拡充改組される）日本鉄鋼連合会がこれを監督した。（40年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46｝4月設立，41年12月より新たに発足した鉄鋼統制会がこれを引き継ぐ。）
　以上を前提にして先の第1図に示された価格の推移が持っている意昧内容を検討してみ
よう。満州銑鉄，鞍山銑鉄の原価急騰は，満州地売と本国向輸出の各々の面で，平衡資金
制度の運用実態を急速に変更させていった。まず，鞍山製鉄所原価（b）の急騰は，当然
のことながら，不可避的に満州統制買取価格（c）を上昇させた。確認しうる資料の制約
もあって，年度末，各期末数値として算出される（b）と，年度塗中に変更される（c）
が持っている時期的な違いを捕正しえず，部分的に（b）〉（c）の価格関係も表示され
ているが，実際には（b）＜（c）の対応関係が維持されていたものと思われる。（第1図
付表参照）
　買取価格と消費者価格の関係につY、ては，「満州国」側と日本側とで全く異なった変化が
見られた。満州側では買取価格（c）と消費者価格（d）の上昇がほぼパラレルな関係の
下で進行している。そして，　（c）〉（d）の関係によって生まれる補償の必要性は，満
州鋼材消費者価格の引き上げによって満たされていたが，鋼材消費者価格の引き上げは満
州内軍需，満鉄需要，軍需工業需要との関わりでは制約があり，消費者価格の引き下げ幅はそ
一116一
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れほど大きなものとすることができなかった。むしろ，銑鉄に関する買取価格が消費者価格を上
まわるという関係は，恒常的には維持しえなかったといえる。その意味では，「満州国」内
の鉄鋼需要者としての軍需工業は，日本本国のそれに較べて，銑鋼両面にわたり国家的な
保護が「手薄」であったということができよう。
　日本側では，銑鉄消費者価格が37年7月以来トン当り81Fqに統制され，39年9月に発布
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛4　7）された価格等統制令によって，それはそのまま固定された。（h）従って，満州銑鉄対日輸
出価格と本国消費者統制価格との乖離は次第に大きなものとなっていった。しかも，対日銑
鉄輸出量は37，38両年の各2！万トンから急増し，太平洋戦争期には41年55万3千トン，42
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）年71万5千トン，43年26万6千トン，44年32万6千トンと推移していた。輸出入統計の集
計時期と統制価格の引き上げ時期にタイム・ラグがあるため，正確な判断は下しようもな
いが，こうした輸入量の拡大と輸入価格の急騰は，日本側の対満輸入代金支払い額を急速
に増大させた。そのうち〔本国消費者価格×輸入量（実際には諸統制機関の手数料が差引
かれるのであるが）〕として算出される輸入代金（A）は，最終的には本国内の銑鉄需要者
から支払われたが，〔［（輸入価格）一（本国消費者価格）〕×輸入量〕として算出される輸
入代金（B）は，本国国庫財政からの新たな資金散布という形で「満州国」へと流出した。
満州銑鉄の原価高騰が主として華北原料への依存の強化によって引き起されていたことを
考慮すれば，こうした日本本国から「満州国」への大量の円資金の支払いは，「満州国」の
対華北貿易収支の悪化という形をとって，さらに華北地域への資金の流出を作り出してい
ったものと思われる。
　太平洋戦争期に入ってからの「満州国」国際収支については，品目別の内訳を示す資料
　　　　　　　　　　　（49）
を入手できていないために，そして日本円と円系通貨聞，諸円系通貨間の為替実勢レート
の変動を如何に確定し，その影響を考慮するのか，というやっかいな問題が残されている
ために，ここでの結論は筆者の仮説の域を出るものではない。しかし，あえてそれをまと
めておけば，生産拡大を至上課題とする戦時期の満州鉄鋼業め増産計画は，当該期の輸送
体系，生産技術水準の下では本来企業経営が成り立ち得なかった割高な華北原料資源への
依存の強化を必然化し，それによって生ずる銑鉄原価の急騰と企業収益の悪化を「解消」
するために，鉄鋼統制価格制度を生み出した。そして，この統制価格制度の運用は，満州
鉄鋼業の中心的な開発目標が対日銑鉄供給（製鋼原料供給）にあったことから，日本本国
→「満州国」，そして「満州国」→華北地域への大規模な資金流出のルートを生み出してい
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つたといえるのである。’
　　5　小　括
　本小稿では，日中戦争期以降の満州鉄鋼業の増産計画の実態を，価格問題に絞って検討
してきた。その結果，以下のことがらが判明した。
　第一に，植民地満州における鉄鋼生産原価の水準は，必ずしも本国鉄鋼企業のそれに比
べて低廉であったわけではなく，太平洋戦争期になってからは，むしろそれは割高なもの
となっていた。労働力，原料炭，鉄鉱石の入手条件をめぐっての植民地的な優位性が，30
年代後半からの戦争経済の進展の中で，次第に失なわれていったところにその原因があっ
．た。
　労働力に関しては，民族的な差別にもとつく低賃金制の採用や「強制労働」の実施にも
かかわらず，39年度下半期の段階で，すでにトン当り労賃コストは日本本国のそれを大き
く上まわっていた。原料炭面では38年からの開平，中興，井陞等の華北炭の導入が，鉄鉱
石面では，42年からの龍燗（華北〉東辺道（満州）の社外富鉱の買い入れが，銑鉄原価の
急騰をもたらした。鞍山地域の立地条件と原料利用についての技術水準を無視した生産拡
大の第一義的な追求が，一面的な労働強化の強制や，「満州国」レベルでの原料炭開発の失
敗とも相まって，価格面での原料入手条件を劣悪化させていたのである。満州・華北間の
経済的な関係を軽視した原料・労働力の確保政策が，「植民地的な高利潤」を「消失」させ
　　　　　　　　　　　　（5　0）
ていたということもできよう。
　第二に，原価高騰に直面した満州の鉄鋼企業は，手厚い国家的な資金援助によって，そ
の経営危機を回避していた。それは鉄鋼統制価格制度，平衡資金制度の運用を通してなさ
れていたが，その運営にあたっては，鉄鋼統制会（日本本国側）と日満商事（「満州国」側）
の密接な協力体制が作られていた。
　第三に，統制価格制度の運用は，満州鉄鋼業の主たる増産目的が製鋼原料銑鉄の対日供
給にあったこと，そして「満州国」に鉄鋼業育成のための資金的余裕が乏しかったことか
ら，次のような内容をもって展開された。鉄鋼消費者価格は，軍需工業一般の原材料価格
を引き下げるという目的から，日満各々で価格上昇の回避が試みられた。しかし，満州側
では，結局は，銑鉄補償財源の不足に制約されて，銑鉄消費者価格は，企業製造原価，統制
買取価格の上昇に促迫されて引き上げられ，鋼材消費者価格にいたっては，銑鉄補償金の
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財源念出のため，意図的に高水準に設定されていた。
　一方，日本側では銑鉄消費者価格は，37年以降，トン当り81円に固定され，満州銑鉄輸
入価格と消費者価格との格差は，国庫からの補償金交付によって埋め合わされた。そして，
満州銑鉄原価，輸入価格の連続的な急騰は，輸入量の拡大とも相乗的に作用して，対当補償
金交付額を含む輸入代金支払い額を急増させ，円資金の対満流出と「満州国」から華北地
域への資金流出を生み出していた。それは，一面では「分断的」な関係にあったとも評価
すべき「日嗣支ブロック」内の各地域が，相互の経済的な関係を保ち，強めながら，戦時
体制としてのゆきづまりを異積させていく過程であったということができよう。
〔追記〕本稿の作成にあたって，一橋大学日本経済統計文献センター松田芳郎教授から有
益なコメントをいただいた。また，元昭和製鋼所員，水津利輔，福永源夫，福田志朗，西
村慶造の各氏からは，貴重な体験談をうヵ・がうことができた。記して謝意を表します。
　なお，本稿は1980年度の社会経済史学会・土地制度史学会合同，中国・四国大会におけ
る筆者の報告に筆を加えたものである。
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　産要綱」（1937年2月22日），満鉄経済調査委員会『満州産業開発五ヶ年計画案（鉱工
　業部門，電力及車両ヲ除ク）』（1937年11月）昭和製鋼所計画部企画課「鉄鋼増産5ヶ
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　年計画工程趨向表」（1941年5月5日）等の記述による。
（35）昭和製鋼所総企画課「昭和13年（康徳5年）度以降年度別原料炭倒着状況調査表」
　1941年8月28日。
（36）前出福永源夫氏からの筆者の聞き取りによる。（1980年3月27日）
（37）昭和製鋼所『昭和製鋼所事業概況附録』1940年8月，1－2ページ。
（38）　〔昭和製鋼所〕経理部主計課『第17期決算概要説明書』1941年10月31日，製銑作業
　概要の項。
（39）同上『第19期決算概要説明書』1942年9月30日，38ページ。
（40）前掲昭和製鋼所経理部主計課『自康徳4年度至康徳7年度銑鉄原価調』によれば，
　38年度上期，下期の鉱石消費高に占める富鉱消費高の割合は，価格ベースでみて，30．9
　％，38．3％，重量ベースでみて36．5％，46．8％であった。
（4！）里村伸二「製忍法」，（日本鉄鋼’協会『最近日本鉄鋼技術概観』，日本学術振興会，1950
　年3月，94ページ。）
（42）日満商事『日満商事株式会社概要』1943年9月1日。
（43）同上。
（44）同上。
（45）　〔昭和製鋼所〕「昭和15年度銑鉄原価比較表」（1940年4月2日）によれば，40年4
　月における立山・阪神問の運賃諸掛は15，03円であり　（第7表参照），その内訳は，立
　山・大連汽車賃4．37円，本般積込0．60円，汽船運賃7．50円，大連埠頭諸掛0，40円，日
　満商事手数料！．05円，保険0．09円，増目（？）1．02円であった。立山・大連開の汽車
　賃が意外に高く，後に触れる華北資源の利用に関しては，日本製鉄各臨海製鉄所に対
　して，昭和の入手条件は，価格の面で不利になっていたものと思われる。
（46）銑鉄津和会『銑鉄販売史』1952年1月，607－635ページ，及び，日本製鉄株式会社
　史編集委員会『日本製鉄株式会社史』1959年4月，773－781ページ。
（47＞前掲『銑鉄販売史』587－598ページ。前掲『日本製鉄株式会社史』771－773ページ。
（48）商工省金属局編纂『製鉄業参考資料（昭和18年8月調査）』244ページ，資源庁官房
　局統計課編集『製鉄業参考資料，昭和18－23年』日本製鋼連盟，1950年5月，758－
　759ページ，による。
（49）　「張公権文書」　（フーヴァー図書館所蔵）の紹介を中心とする山本有造氏の「満州
　国」国際収支についての資料解題に依れば，太平洋戦争期に入ってからの対日貿易収
　支は，終始対日入超であった。対日輸出額は40年の468，539千円（「満州国幣」）から44
　年の706，675千円（同上）へと増大していたが，対日輸入額は，減少傾向にあったとは
　いえ，40年の1，859，881千円（同上）から44年の1，100，086千円（同上）にいたるまで
　常に対日輸出額を上まわっていたのである。しかし，この過程で進んでいた入超額の
　減少は，（40年1，391，342千円（同上），44年393，411千円（同上））「満州国政府経費」
　の急増を主な要因とする貿易外収支での対日受取超過額の急増と結びついて，総合収
　支における対日受取超過を巨大化すう上で，重要な意味があったといえよう。
　　また，「満州国」の対華北国際収支は，貿易収支においても43年初転機に大幅入超と
　なり（輸入の急増），貿易外収支における恒常的な支払い超過と相まって，総合収支の
　支払い超過状態を固定化していた。（山本有造「購州国」国際収支に関する既存統計につ
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　いて」神戸商科大挙経済研究所『研究資料』、％27，1980年6月，付表第2表及び第3．表
　参照）
（50）より正確には，統制価格制度による保護の下で，収益率の低下に歯止めがかけられ，
　それが一定の水準に保たれていたと評価すべきであろう。日満の鉄鋼各社の経営内容
　全般については，本稿では立ち入った分析を加えることができなかった。各社の資本収
　益率の推移については，松田芳郎・大井博美『個別企業財務諸表データーべ一スー
　明治中期より昭和前期：鉄鋼・金属機械工業26社一』一橋大学経済研究所・日本経
　済統計文献センター，1981年3月，139ページ以下参照。
　　なお，この問題については，「内陸」型昭和製鋼所の臨海製鉄所に対する価格競争力
　が，近郊原料の入手量：や原料利用の技術水準に規定されながら，如何なる生産力規模
　の下で最大になるのかという側面から，さらに分析を深める余地がある。その分析作
　業は輸入原料の利用を想定した大型臨海製鉄所の建設に対して，現在の中華人民共和
　国がとっている「積極姿勢」（「経済調整」の過程で制約を受けているが）の意味を考
　える上でも重要であるように思われる。
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